
会　計 当初予算額 前年度比増減
国民健康保険特別会計 69億1,300万円 3.3%
土地取得特別会計 9,480万円 △50.7%
農業集落排水事業特別会計 2億2,100万円 △15.3%
育英奨学事業特別会計 900万円 12.5%
介護保険
特別会計

（保険事業勘定） 53億1,700万円 1.1%
（サービス事業勘定） 3,100万円 9.2%

後期高齢者医療事業
特別会計 9億1,500万円 11.4%

合　計 135億80万円 1.8%

会　計
当初予算額 前年度比増減

収益的収支 資本的収支 収益的収支 資本的収支

水道事業会計
収入 16億3,080万円 3億32万円 3.1% 67.0%

支出 16億3,080万円 7億4,346万円 3.1% 28.4%

下水道事業会計
収入 22億2,759万円 8億7,915万円 0.4% △3.8%

支出 21億8,774万円 16億4,581万円 △1.0% △3.8%

病院事業会計
収入 5億1,580万円 2億4,396万円 △3.0% 45.7%

支出 2億7,720万円 5億916万円 △28.8% 10.1%

市
債・基
金
残
高
の
推
移（
全
会
計
）

　
令
和
２
年
度
末
の
市
債（
借
金
）残

高
見
込
み
は
、
全
会
計
で
令
和
元
年

度
末
見
込
み
か
ら
23
・
4
億
円
増
の

5
2
0
億
円
で
す
。
こ
れ
は
市
債
を

充
て
る
建
設
事
業
費
が
増
加
す
る
こ

と
な
ど
に
よ
り
、
借
り
る
額
が
返
済

す
る
額
を
上
回
る
た
め
で
す
。

　
基
金（
貯
金
）残
高
見
込
み
は
、
全

会
計
で
1
0
8
億
円
で
あ
り
、
今
後

も
適
切
な
運
用
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

特
別
会
計
の
状
況

　
特
別
会
計
と
は
、
一
般
会
計
と
分

離
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
保
険
料
や
使

用
料
な
ど
で
運
営
す
る
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
こ
と
で
す
。

公
営
企
業
会
計
の
状
況

　
公
営
企
業
会
計
と
は
、
民
間
企
業

と
同
じ
考
え
方
に
基
づ
い
て
会
計
処

理
す
る
も
の
で
、
市
で
は「
地
方
公
営

企
業
法
」に
従
っ
て
経
理
を
行
っ
て
い

る
、水
道
事
業
・
公
共
下
水
道
事
業
・

病
院
事
業
の
3
事
業
が
該
当
し
ま
す
。
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50周年を契機とした住みやすさと活力の進化
令和２年度当初予算額 一般会計 341億8,000万円

（前年度比26.3％増）
特別会計　（６会計） 135億80万円

（前年度比1.8％増）
企業会計（３会計） 69億9,417万円

（前年度比0.9％増）

　
市
税
は
、
人
口
の
増
や
給
与
所
得
の
増
な
ど
に
よ
り
個
人
市
民
税
が
増
加
し
て

い
る
こ
と
や
、
家
屋
や
償
却
資
産
の
増
加
な
ど
で
固
定
資
産
税
が
増
加
し
て
い
る

こ
と
な
ど
に
よ
り
、前
年
度
比
1
億
4
、7
2
3
万
円
増（
1
・
1
％
増
）の
1
3
0

億
8
、2
3
1
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。市
債
は
、環
境
施
設
整
備
事
業
や
守
山
南

中
学
校
大
規
模
改
造
事
業
な
ど
に
よ
る
建
設
事
業
債
の
増
加
に
よ
り
、
前
年
度
比

34
億
1
、3
0
0
万
円
増（
1
5
5
・
3
％
増
）の
56
億
1
、1
0
0
万
円
を
計
上
し

ま
し
た
。

目的別分類
どのような分野にどれだけ使う予定であるかを示
したもの。

◆目的別で見たポイント
　衛生費は、環境施設整備事業などの増加により前年
度比162.8％の増額となっています。
　商工費は、地域経済活性化事業費（企業立地奨励金）
などの増加により前年度比69.1％の増額となってい
ます。
　教育費は、守山南中学校大規模改造事業費や小中学
校ICT化推進事業費などの増加により前年度比
39.3％の増額となっています。

市税
130億8,231万円
（38.3％）

自
主
財
源

依
存
財
源

歳入
341.8億円

159億
2,130万円
（46.6％）

182億
5,870万円
（53.4％）

地方特例交付金
1億1,900万円（0.3％）

分担金および負担金
4億1,142万円（1.2％）

使用料および手数料
4億4,685万円（1.3％）

財産収入、寄付金、繰越金
1億9,838万円（0.6％）

繰入金
14億4,588万円
（4.2％）

諸収入
3億3,646万円（1.0％）

地方交付税
18億7,000万円
（5.5％）

国庫支出金
63億6,904万円
（18.6％）

県支出金
21億4,266万円
（6.3％）

市債
56億1,100万円
（16.4％）

地方譲与税、
県税交付金
21億4,700万円
（6.3％）

議会費
2億3,393万円

（0.7％）

予備費
2,000万円
（0.1％） 総務費

26億
8,173万円
（7.9％）

農水産業費
4億7,620万円
（1.4％）

土木費
22億8,747万円
（6.7％）

消防費
9億3,390万円
（2.7％）

教育費
46億3,713万円
（13.6％）

公債費
24億

3,590万円
（7.1％）

衛生費
88億

5,681万円
（25.9％）労働費

4,614万円（0.1％）

商工費
1億7,500万円
（0.5％）

民生費
113億9,579万円
（33.3％）

歳出（目的別）
341.8億円

歳出（性質別）
341.8億円

義
務
的
経
費

そ
の
ほ
か

投
資
的
経
費

人件費
52億7,868万円
（15.4％）

公債費
24億3,590万円
（7.1％）

扶助費
72億5,995万円
（21.2％）

物件費
41億2,398万円
（12.1％）維持補修費

3,727万円
（0.1％）

補助費など
31億451万円
（9.1％）

繰出金
22億9,122万円
（6.7％）

普通建設事業費
95億2,252万円
（27.9％）

149億
7,453万円
（43.7％）96億

8,295万円
（28.4％）

そのほか
１億2,597万円
（0.4％）

性質別分類
どのような費用（コスト）として使う予定であるかを
示したもの。

◆性質別で見たポイント
　人件費は、嘱託・臨時職員の会計年度任用職員制度への移行など
により前年度比1４.1％の増額となっています。　
　普通建設事業費（投資的経費）は、環境施設整備事業、守山南中学
校大規模改造事業、都市計画街路事業、地域密着型サービス拠点施
設等整備事業の増加などにより、前年度比222.2％の増額となって
います。

一
般
会
計
歳
出
の
状
況

一
般
会
計
歳
入
の
状
況

令和２年度
予算の概要

歳
出（
性
質
別
）の
用
語
解
説

義
務
的
経
費

　

�

そ
の
支
出
が
義
務
付
け
ら
れ
、

簡
単
に
削
減
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
経
費
。人
件
費
、扶
助
費
、

公
債
費
で
構
成
さ
れ
る

投
資
的
経
費（
普
通
建
設
事
業
費
）

　

�

そ
の
支
出
の
効
果
が
資
本
形
成

に
向
け
ら
れ
、
施
設
や
将
来
に

残
る
も
の
に
対
し
て
支
出
す
る

経
費
。
道
路
や
学
校
、
公
園
な

ど
の
整
備
に
か
か
る
費
用
な
ど

人
件
費

　

�

職
員
の
給
料
や
退
職
手
当
な
ど

に
か
か
る
費
用

扶
助
費

　

�

児
童
手
当
や
福
祉
医
療
助
成
な

ど
に
か
か
る
費
用

公
債
費

　

�

借
入
金
の
元
金
お
よ
び
利
子
の

支
払
い
の
た
め
の
費
用

物
件
費

　

�

旅
費
、委
託
料
な
ど
の
消
費
的

な
経
費

維
持
補
修
費

　

�

施
設
の
補
修
な
ど
に
か
か
る
費
用

補
助
費
な
ど

　

�

補
助
金
や
負
担
金
、
税
金
の
還

付
な
ど
に
か
か
る
費
用

繰
出
金

　

�

一
般
会
計
か
ら
特
別
会
計
へ
支

出
す
る
費
用

　令和２年度の当初予算は、「環境施設更新事業の推進」を最重点施策とし、市制施行50周年記
念事業を進める中、「安心な子育て環境・次世代育成の推進」「高齢者・障害者などが安心して
生活できる環境づくり」「活力ある持続可能なまちづくり」「安全・安心なまちづくりと信頼される
市政運営」の４つの重点施策のもと、住みやすいまちづくりの実現に向けた予算を計上しました。

歳
入
の
用
語
解
説

自
主
財
源

　

�

市
が
独
自
に
お
金
を
得
て
、
独
自
に
使

途
を
決
め
ら
れ
る
お
金

依
存
財
源

　

�

国
や
県
な
ど
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
額
が

交
付
さ
れ
た
り
、
割
り
当
て
ら
れ
た
り

す
る
お
金

市
税

　

�

市
民
の
皆
さ
ま
や
市
内
に
事
業
所
を
持

つ
法
人
な
ど
か
ら
納
め
て
い
た
だ
く
税
金

繰
入
金

　

�

一
般
会
計
、
特
別
会
計
お
よ
び
基
金
の

間
で
、
相
互
に
資
金
運
用
を
す
る
お
金�

諸
収
入

　

�

延
滞
金
、
預
金
利
子
、
貸
付
金
元
利
収

入
、
雑
入
な
ど
の
お
金

地
方
譲
与
税
・
県
税
交
付
金

　

�

国
税
お
よ
び
県
税
の一部
を
使
途
を
決
め

ず
に
地
方
公
共
団
体
に
配
分
さ
れ
る
お
金

地
方
交
付
税

　

�

国
税
の
一
部
を
使
途
を
決
め
ず
に
地
方

公
共
団
体
に
配
分
さ
れ
る
お
金

国
庫
支
出
金

　

�

国
か
ら
交
付
さ
れ
る
補
助
金
や
負
担
金

な
ど

県
支
出
金

　
�

県
か
ら
交
付
さ
れ
る
補
助
金
や
負
担
金

な
ど

市
債

　

�

公
共
施
設
の
整
備
な
ど
を
行
う
際
に
借

り
る
お
金
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